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令和８年６月５日（金）、令和８年度全教連研究発表大会（富山大
会）をオンラインにて開催し、加盟機関から 291 名の参加登録があっ
た。また、オブザーバーとして、国立特別支援教育総合研究所及び教
職員支援機構の参加があった。

１　開会式・講演
本研究発表大会の開会式にお
いて、森田正信全教連委員長の
挨拶、辻本努富山県総合教育セ
ンター所長の開催担当機関挨拶
が行われ、廣島伸一富山県教育
委員会教育長から祝辞をいただ
いた。
開会式に引き続き、白井俊東
京科学大学理事・副学長による
「世界の教育はどこへ向かうか」
と題した講演が行われた。参加
者からは、「今後の業務に活用
したい。」などの感想があった。

２　研究発表
研究発表では、令和６・７年
度「全教連課題研究」の実施機
関から最終報告、また、開催担
当機関の富山県総合教育セン
ターからの発表が行われた後、
参加者から寄せられた質問に対
しての質疑応答があり、増子則
義教育データサイエンスセン
ター長から講評が行われた。

森田正信全教連委員長の挨拶

廣島伸一富山県教育委員会教育長
による祝辞

白井俊東京科学大学理事・副学長
による講演
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（１）学校復帰を目指した不登校児童生徒のアウトリーチ実践研究
　　　発表機関：開善塾教育相談研究所

（２）STEAM教育の観点による探究的な学習の充実に関する研究
　　　発表機関：北海道立教育研究所

（３）新たな教師の学びの実現に向けた教育センターの在り方
　―� これまでの研修システムの総括と新たな研修モデルの構築を通して ―
　　　発表機関：岩手県立総合教育センター

（４）「新たな教師の学びの姿」の実現に向けての研究
　―� 研修観の転換を図る「探究型」教職員研修の開発と実施 ―
　　　発表機関：京都府総合教育センター

（５）児童生徒理解を深める教育相談の在り方に関する調査研究
　―� 児童生徒理解の視点に立った定期相談につながる支援シートの提案 ―
　　　発表機関：富山県総合教育センター

増子則義教育データサイエンスセンター長からは、研究課題に応じて様々なステークホルダーとの連携の下
で実施されている点や、取組の成果についてエビデンスを踏まえた検証に努めている点などが、高く評価でき
ること、また、いずれの研究発表も工夫を凝らした熱意ある報告であった旨の講評がなされた。

３　情報提供
引き続き、増子則義教育データサイエンスセンター長が、「教育データ分析・研究、成果共有の拠点として」
と題し、教育データサイエンスセンターの取組として、①教育データや取組を共有するための基盤整備、②教
育データ分析・研究の推進、③国や自治体における教育データ分析・研究の支援、について紹介した。特に、
昨今の公教育データ・プラットフォーム充実の具体的内容に加え、都道府県や市町村教育委員会等の職員が実
務研修生として活躍していること等にも言及した。

４　閉会式
閉会式では、北川幸希滋賀県総合教育センター所長から、次期研究発表大会開催担当機関挨拶が行われた。
なお、全国教育研究所連盟では、毎年２回全国大会を開催しており、令和８年度の全教連研究協議会（山口
大会）は、令和８年 10 月 15 日、16 日に対面（KDDI 維新ホール）開催を予定している。

（総務部研究支援課）

令和８年度全国学力・学習状況調査に係る資料等の公開について
令和８年４月 20 日から実施された令和８年度全国学力・学習状況調査（以下「令和８年度調査」という。）
について、学校関係者が学習指導の改善・充実を図る際の参考となるよう、調査問題・正答例・解説資料等を
国立教育政策研究所のホームページにおいて公開した。

１．令和８年度調査の調査問題・正答例・解説資料等について
 

国立教育政策研究所では、調査実施後、各教育委員会や学校が速やかに児童生徒の学力や学習の状況、課題
等を把握するとともに、それらを踏まえて児童生徒への学習指導の改善・充実等に取り組む際に役立てること
ができるよう、解説資料を作成し、調査問題、正答例とともに公表している。 
解説資料では、各設問について、出題の趣旨や学習指導要領における領域・内容、解答類型と類型ごとに予
想される解答の解説、学習指導の改善・充実を図るための情報等を示している。 

研究発表

講　評

事業報告
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本調査は、小学校においては第５学年まで、中学校においては第２学年までに、十分に身に付け、活用でき
るようにしておくべきと考えられる内容を出題しているため、調査対象学年だけでなく、全学年を通じた学習
指導の改善・充実を図るための参考とすることができる。各問題の「学習指導要領における領域・内容」には、
該当する学年を示しており、学校全体で、本解説資料を御活用いただきたい。 
○「令和８年度全国学力・学習状況調査の調査問題・正答例・解説資料について」
　https://www.nier.go.jp/26chousa/26chousa.html

２．全国学力・学習状況調査の分析にかかる研修資料動画について 
全国学力・学習状況調査の結果にかかる情報（帳票や結果公表資料）
が多様化・多面化する中で、主に各都道府県・政令指定都市の指導主事
を対象として、IRT等を用いた分析に関する以下の研修動画を公開した。
公表資料や自治体・学校に返却されるデータについて分析を進めてい
く際の参考として御活用いただきたい。 
○「全国学力・学習状況調査の分析にかかる研修資料動画」
　https://www.nier.go.jp/kaihatsu/kensyushiryoudouga/26bunseki.html

３．公教育データ・プラットフォームの関連コンテンツについて
 

当研究所では、国が実施した教育分野の自治体・学校等の状況に関する調査データや研究成果・取組事例を
集約する「公教育データ・プラットフォーム」（https://www.nier.go.jp/edsc/edp/index.html）を運用している。 
当研究所では、本年３月に本プラットフォームをリニューアルした後もコンテンツを順次追加している。本
稿では、全国学力・学習状況調査に関するコンテンツについて御紹介する。
○データで見る日本の教育「全国学力・学習状況調査」
　https://www.nier.go.jp/edsc/edp/data/zenkokugakuryoku/index.html
「データで見る日本の教育」は、日本の教育に関するデータをグラフやチャートなどで可視化したコーナー
である。全国学力・学習状況調査については、以下のようなコンテンツを掲載している。 
● 質問調査アーカイブ 
デジタル庁ファクト＆データユニット
の協力により開発した、これまでの全国
学力・学習状況調査質問調査の項目や解
答結果の全体像を見ることができるツー
ルである。現在、「児童生徒質問調査」「学
校質問調査」の質問項目や回答結果、児
童生徒質問と学力のクロス分析結果、保
護者に対する調査結果を見ることができるツールを公開している。
● パブリックユースデータ（擬似データ） 
全国学力・学習状況調査の集計結果データを基に、調査結果の統計的性質を一部保存しながら作成した擬似
データである。本データは個別情報（特定の児童生徒個人、学校、設置管理者等）の秘匿を気にすることなく、
統計演習など教育目的等のために自由に利用することが可能である。 
○教育データ活用講座 
　https://www.nier.go.jp/edsc/edp/seminar/index.html 
自治体担当者を対象とした、教育データ活用力向上のための動画・資料を作成・掲載している。 

令和８年度調査については、本年８月３日の結果公表②において報告書等を公表するとともに、各教育委員
会及び教員養成大学等を対象とした全国説明会を開催し、学習指導の改善・充実に向けたポイントを解説する
予定としている。今後公表する資料等も含め、各種取組の推進に向けて御活用いただければ幸いである。

（教育課程研究センター研究開発部学力調査課、教育データサイエンスセンターデータ基盤課）

https://www.nier.go.jp/26chousa/26chousa.html
https://www.nier.go.jp/kaihatsu/kensyushiryoudouga/26bunseki.html

https://www.nier.go.jp/edsc/edp/data/zenkokugakuryoku/index.html
https://www.nier.go.jp/edsc/edp/seminar/index.html
https://www.nier.go.jp/edsc/edp/index.html
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調査研究報告

国立教育政策研究所では、教育政策
上の課題について、広く所外の研究者
の参加を得て研究チームを組織し、概
ね２～４年の期間をかけて行うプロ
ジェクト研究を実施しています。
そのうち、令和７年度に終了した４
件のプロジェクト研究の成果報告書を
４月から５月にかけて公表しました。
各報告書の概要は以下のとおりで
す。なお、報告書の概
要及び本体は、当研究
所のウェブサイトにも
掲載していますので御
覧ください。

１．�老朽化した学校施設の計画的
かつ効率的な再生・活用に関
する調査研究

（令和５年度～７年度：
文教施設研究センター）

【概 要】
我が国の公立学校施設は、児童生徒
の学びを支える教育の場であると同時
に、地域コミュニティの拠点として重
要な役割を担ってきました。一方で、
施設の老朽化の進行や少子高齢化、学
校施設の多機能化に対するニーズの高
まりなど、取り巻く社会環境は大きく
変化しています。
本研究では、こうした状況を踏まえ、
従来の建物更新という観点にとどまら
ず、老朽化への対応を契機として、学
校の在り方や地域の将来像を見つめ直
す視点を重視しました。そして、学校
を「地域の未来を育む拠点」として再
生・機能強化していくプロセスに着目
し、全国の先進事例の分析を行いまし
た。
その成果として、各自治体が実践可
能となるよう、学校施設の計画・設計・
運用の各段階における工夫や留意事項
を体系的に整理し、提示しました。

２．�幼小接続期における教育の 
質の基盤形成に関する研究

（令和５年度～７年度：
幼児教育研究センター）

【概 要】
本研究では、幼児期・幼小接続期の
教育の質を保障するための体制作りに
ついて検討するため、①幼児期・幼小
接続期の教育における幼児教育セン
ターの役割・機能、②幼小接続に関す
る国際比較、③幼児期・幼小接続期の
子供の育ち・学び、の三つの観点から
取り組みました。
第１巻では、幼児教育センターの役

割や機能を検討するため、全国の地方
自治体に質問紙調査等を行いました。
都道府県の８割弱が設置し、設置自治
体では幼小連携・接続の研修が多く、
幼児教育アドバイザーの配置も多く見
られました。また、質評価スケール研
修プログラムも作成・実施しました。
第２巻では、幼小接続に関する国際比
較を主に文献調査により行い、多様な
子供への対応にも着目しました。第３
巻では、国立教育政策研究所（2023）
の縦断調査データを活用し、３～７歳
児のスキルの発達軌跡と、家庭、園・
学校の要因との関連について二次分析
を行いました。全てのスキルで全般的
に上昇傾向が確認されたほか、保護者
の受容的・支援的な養育態度や子供の
園・学校への適応が良好な発達軌跡を
予測しました。

３．�「データ駆動型教育」の課題と
実現可能性に関する調査研究

（令和５年度～７年度：
初等中等教育研究部）

【概 要】
我が国の教育的文脈に即した「デー
タ駆動型教育」の在り方を理論的・実
証的に検討し、「公正で質の高い教育」
の実現に資する実装モデルを提示す
ることを目的とした調査研究であり、
（１）日米比較による「データ駆動型
教育」モデルに関する理論的検討、（２）
市区町村教育委員会調査による教育
データ等利活用の促進条件解明、（３）
学校調査による先進事例の検証、（４）
教員養成におけるデータサイエンス教
育の現状把握と可能性の検討を行いま
した。
研究の成果として例えば、教育委員
会への質問調査からは、人口規模や大
卒者割合といった社会経済的状況によ

り、利活用されるデータの種類や外部
連携の状況に顕著な差異があることな
どを明らかにしました。また、学校調
査では、質問調査、事例調査の結果か
ら、児童生徒の学びの変容を支える一
つが、児童生徒の学習プロセスに焦点
をあてた教師の協働的な授業研究であ
ることなどを指摘しました。

４．�「全国学生調査」の効果的な 
活用方法に関する調査研究

（令和５年度～７年度：
高等教育研究部）

【概 要】
文部科学省が実施する「全国学生調
査」の本格実施に向けて、既に実施さ
れた３回の試行調査の個票データを分
析し、調査結果の効果的な公表方法を
検討しました。また、各大学の教育改
善において調査結果が活用されている
好事例を収集するとともに、IR 担当
者等のネットワーク構築を図るもので
あり、以上の調査・分析により「全国
学生調査」の本格実施後の活用方法に
ついて有益な知見を提供することを目
的としました。
主な知見として、①第１回～第３回
試行実施に継続して参加した大学は約
半数であり、有効回答率は都市部、大
規模大学において低く、学生への周
知・協力依頼方法に改善の余地がある
こと。②各大学は、調査結果を教育改
善の PDCAサイクルの「確認」段階
として活用し、学内独自調査の補完や
ディプロマポリシーの見直し、カリ
キュラム改善に役立てていること、等
を報告書に記載しました。

なお、令和８年度に実施しているプ
ロジェクト研究は次の８件です。

令和７年度終了プロジェクト研究の報告書公表について

研究課題名 研究期間 研究代表者
個に応じた学習指導のための教育データ利活用
の基盤形成に関する調査研究

令和６～８年度 教育データサイエンス
センター長

不登校・いじめ等の生徒指導上の諸課題と学校
風土等との関連及び効果的な取組等に関する調
査研究

令和６～９年度 生徒指導・進路指導研究
センター・副センター長

探究的な学びの充実に向けた教育課程の在り方
に関する研究

令和７～９年度 教育課程研究センター長

日本の子供・教師のウェルビーイングを高める
学校革新に関する研究

令和７～９年度 教育政策・評価研究部長

生成AI の教育利用可能性に関する調査研究 令和８～ 10 年度 初等中等教育研究部長
幼児期・架け橋期の教育の質向上を目指すネッ
トワーク構築に関する研究

令和８～ 10 年度 幼児教育研究センター長

新しい時代の学びに対応した学校施設の質的改
善・向上の評価に関する調査研究

令和８～ 10 年度 文教施設研究センター長

修学支援拡充後の高等教育費負担と進路選択に
関する研究

令和８～ 10 年度 高等教育研究部長
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研究者紹介

本年４月に社会教育実践研究センターに着任しました。これまで、社会教育関係補助金、青少年教育、男女共同参画、公共図
書館政策、高卒認定試験、社会教育人材研修など生涯学習・社会教育に関する幅広い業務に従事するとともに、2021-2022年度には、
当研究所の総務課長として研究所の皆様にもお世話になりました。近年、社会教育の裾野の広がりを背景として、社会教育人材ネッ
トワークの重要性が再認識されています。社研としても、社会教育が地域コミュニティを支える社会基盤としての役割を果たせ
るよう、実践的な調査研究に取り組んでまいります。御指導御鞭

べん

撻
たつ

のほどよろしくお願い申し上げます。

◆ 生徒指導・進路指導研究センター総括研究官（命）副センター長、（命）社会教育実践研究センター長　市川　恵理

令和８年３月 25 日（水）、国立教育政策研究所（所長：森田正信）と国立大学法人
東京藝術大学（学長：日比野克彦）は、社会教育実践研究センターをはじめとする国
立教育政策研究所及び東京藝術大学の資源を有効に活用し、教育・研究及び地域貢献
等の分野において相互に連携及び協力することを目的とした協定を締結した。
連携及び協力する事項としては、主に以下の３点について取り組む。
① お互いの施設を利用した講義、実習等の実施に関すること
② 共同で実施するワークショップ、セミナー等の企画・運営
③ 職員及び関係者の教育・研修機会の提供
今後、両機関の施設や人材等の活用や、連携事業の実施等を通じて、教育・研究活
動の充実、人材育成及び地域社会の発展に寄与することを目指す。� （社会教育実践研究センター）

事業報告

国立大学法人東京藝術大学との間で資源の有効活用等に関する連携協定を締結

本年４月に着任いたしました。これまで二度の国立教育政策研究所勤務を含め、文部科学省、他省庁、大学等で勤務し、前職
では（独）国立女性教育会館における法人運営に従事していました。
当センターでは、文部科学省文教施設企画・防災部と最新の政策動向や問題意識を共有しながら研究テーマを設定し調査研究
を行っています。今年度から新たなプロジェクト研究「新しい時代の学びに対応した学校施設の質的改善・向上の評価に関する
調査研究」が始まりました。国の政策を後押し出来るような調査研究に取り組んでまいります。どうぞよろしくお願いいたします。

◆ 文教施設研究センター長　磯山　武司

本年４月に教育課程研究センターに着任しました。これまで、文部科学省では幼児教育課・教育課程課・産業教育振興室で、
主に学習指導要領等に関する業務に携わってきており、本年３月までは、こども家庭庁で不登校事業の担当をしておりました。
本研究所に三度目の着任となった今回は、学習指導要領実施状況調査に関する調査研究や、教育課程に関する実践的な調査研
究などを担当しています。昨今の状況の変化にも対応しつつ、教育の充実に向けて取り組みたいと思っておりますので、どうぞ
よろしくお願いいたします。

◆ 教育課程研究センター基礎研究部総括研究官（併）研究開発部研究開発課長　本田　史子

令和８年４月 27 日（月）、国立教育政策研究
所（所長：森田正信）と大学共同利用機関法人
情報・システム研究機構（機構長：喜連川優）は、
教育分野におけるデータサイエンスの推進に資
する連携協力を行うことを目的とした協定を締
結した。
令和３年度に情報・システム研究機構の喜連
川機構長（当時国立情報学研究所長）が本研究
所の上席フェローに就任されて以来、本研究所
と情報・システム研究機構は、セミナーの実施、
教育データや取組を共有するための基盤整備や
研究活動等に資する情報交換等を行ってきた。
今後、教育分野における研究協力の推進、研究者等の交流・情報交換、教育データや取組を共有するための基盤整備等に、協
力して取り組んでいく。� （教育データサイエンスセンター）

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構との間で教育データサイエンス
の推進に係る連携協力に関する協定書を締結

（左） 国立教育政策研究所 森田正信所長
（右） 東京藝術大学 日比野克彦学長

（左）国立教育政策研究所 森田所長
（右）情報・システム研究機構 

喜連川機構長
国立教育政策研究所と情報システム・
研究機構の関係者
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【業務日誌】（令和８年４月 ～ 令和８年６月）
日　　　時 名　　　称 場　　　所

4/23ほか 令和８年度全国学力・学習状況調査の実施 -
5/21、5/22 「全国社会教育主事の会」交流研修会 社会教育実践研究センター （ 集合形式 ）
6/5 令和８年度全国教育研究所連盟研究発表大会 オンライン形式で実施
6/11 ～ 6 /24 図書館司書専門講座 社会教育実践研究センター（一部オンライン形式で実施）

事業報告

業務日誌、今後の主な行事

【今後の主な行事】（令和８年７月 ～ 令和９年３月）
日　　　時 名　　　称 場　　　所

7/8
令和８年度プロジェクト研究成果報告会（老朽化した学校施
設の計画的かつ効率的な再生・活用に関する調査研究、幼小
接続期における教育の質の基盤形成に関する研究）

オンライン形式で実施

7/10
令和８年度プロジェクト研究成果報告会（「データ駆動型教
育」の課題と実現可能性に関する調査研究、「全国学生調査」
の効果的な活用方法に関する調査研究）

オンライン形式で実施

7/16 令和８年度全国学力・学習状況調査結果公表① 
（正答率・IRT バンド分布などの全国平均） -

7/24 令和８年度生徒指導研究推進協議会 オンライン形式で実施
7/10～8/28 令和８年度社会教育主事講習［A］ 社会教育実践研究センター（一部オンライン形式で実施）

8/3 令和８年度全国学力・学習状況調査結果公表② 
（全国データに基づく分析） -

8/6 令和８年度教育研究公開シンポジウム オンライン形式で実施

8/19、8/20 令和８年度全国学力・学習状況調査の調査結果を踏まえた指
導の改善・充実に向けた説明会 オンライン形式で実施

8/31 令和８年度第１回評議員会 対面（第一特別会議室）及びオンラインによるハイブリッド形式にて実施
秋 OECD PISA 2025（生徒の学習到達度調査）結果公表 -
10/8～10/14 令和８年度公民館職員専門講座 社会教育実践研究センター（一部オンライン形式で実施）
10/15、10/16 令和８年度全国教育研究所連盟研究協議会 山口市
10/29 令和８年度全国生涯学習センター等実践研究会 オンライン形式で実施
11/12～11/17 令和８年度社会教育主事専門講座 社会教育実践研究センター（一部オンライン形式で実施）
未定 令和８年度全国キャリア教育・進路指導担当者等研究協議会 オンライン形式で実施
1/26 令和８年度全国教育研究所連盟委員会 オンライン形式で実施
未定 令和８年度教育研究公開シンポジウム オンライン形式で実施
1/12～2/17 令和８年度社会教育主事講習［B］ 社会教育実践研究センター （ 一部オンライン形式で実施 ）、 他地方会場
2/2 令和８年度文教施設研究講演会 文部科学省 ３ 階講堂
2/22～3/24 IEA TIMSS 2027（国際数学・理科教育動向調査）本調査 -
未定 令和８年度国立教育政策研究所国際いじめシンポジウム -
未定 令和８年度第２回評議員会 -
※諸般の事情等により、行事予定が変更になる可能性もあります。

事業報告

プロジェクト研究「日本の子供・教師のウェルビーイングを高める学校革新に関する研究」では、
省内外の関係者を対象に、ウェルビーイングをテーマとした学習会を継続的に実施しています。その
一環として、６月 10 日（水）に、オーストラリア・メルボルン大学教育学部講師のバーニ・モレノ
博士（Dr Berni Moreno）を招き、「スクールリーダーシップとウェルビーイング：ビクトリア州（オー
ストラリア）における制度改革、政策、実践」と題した学習会を開催しました。
モレノ博士からは、まず、オーストラリアの教育政策においてウェルビーイングの位置付けが、個
人的責任から組織的・システム的責任へと概念的に転換していることが説明されました。また、オー
ストラリアにおいて 15 年前から毎年実施され、政策形成に大きな影響を与えている「オーストラリ
ア校長の労働安全衛生・ウェルビーイングに関する調査（Australian Principal Occupational Health, 
Safety and Wellbeing Survey）」が紹介され、データや当事者の声を重視した取組が進められてい
る現状について報告がありました。さらに、国際成功校長プロジェクト（International Successful 
School Principalship Project, ISSPP）のオーストラリア調査の知見を踏まえ、ウェルビーイングにおける組織的・システム的責
任を果たす上での学校管理職のリーダーシップと、それを支援するシステムの重要性について説明がありました。
今後とも、ウェルビーイングをテーマとした学習会を継続的に開催し、最新の研究成果や実践事例を共有するとともに、ウェ
ルビーイングに関する研究・実践に携わる関係者のネットワークの構築・充実を図っていく予定です。

（教育政策・評価研究部）

プロジェクト研究学習会
「オーストラリアにおける教員政策とウェルビーイング」

バーニ・モレノ博士
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